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第Ⅰ部
韓国における
福祉国家化



■多くの先進諸国において，20世紀前半の恐慌や
戦争による大量失業・貧困問題への対応として

⇒雇用保障(①＋③)＋社会保障(②＋④)＝福祉国家体制

■韓国では半世紀以上遅れて，20世紀末のIMF
危機をきっかけとして福祉国家体制を整備

ＩＭＦ危機と韓国の福祉国家化

失業者／貧困者に対して

失業対策事業や公共事業，完全雇用政策などによる雇用の拡大 → ①
公的扶助など税方式の制度による所得保障(救貧) → ②

労働者に対して

労働基本権の承認や最低賃金の保障などによる労働条件の確保 → ③

失業や年金・医療など保険方式の制度による所得保障(防貧) → ④



■IMF危機と韓国における福祉国家化

・例外としての「日本＝個別国家」 → 遅れて福祉国家
化を経験している「東アジア諸国＝国家群」

■新しい問題提起
「後発福祉国家，あるいは新興福祉国家としての時間差を考慮に入れざるをえないので

はないか。……これはアジアモデルを考えるときの，ひとつの手がかりになるので
はないか」（大沢編 2004）

「（東アジア諸国と）もうひとつの後発福祉国家である地中海－南欧諸国との異同を検
討し，Esping-Andersenの『3つの世界』モデルでは明示的には取り上げられてい
ない＜時間軸＞の経済・社会構造への影響の一端を探る」 （宮本／イト／埋橋 2003）

「福祉レジーム論を深化させていくもう1つの方向は，いわば時間軸に沿った視野の拡
大であり，後発福祉国家の理論的包摂である」 （宮本 2003）

⇒福祉国家の歴史的展開における「時間差」の
問題をいかに比較分析のなかに取り入れるか？

韓国の福祉国家化の意味



綬来の福祉国家研究：2つのアプローチ

「縦」の歴史比較
段階論的アプローチ

＜経済学系＞福祉国家研究

「横」の国際比較
類型論的アプローチ

＜経済学系＞福祉国家研究

段階論としての資本主義論
（～1970年代）

→自由主義体制から福祉国家体制へ
：典型国と後進国

現状分析としての各国分析
（1980年代～）

→欧米と日本における
福祉国家財政や社会保障制度の分析

分析対象の拡大と新しい段階論
（2000年代～）

→段階論・現状分析の
東アジア諸国への適用

諸外国の制度・政策分析
（1970年代～）

→(福祉先進国 vs ) 福祉後進国
としての日本

福祉レジーム論の登場と日本への適用
（1990年代～）

→混合型 or 第4類型
としての日本

分析対象の拡大と新しい類型論の試み
（2000年代～）

→混合型群 or 第4類型群
としての日本を含む東アジア諸国

⇒収斂論的認識 or 一国一類型 ⇒座りの悪さ



後発福祉国家論の考え方
「縦」の歴史比較

段階論的アプローチ

「横」の国際比較

類型論的アプローチ

「収斂論的理解」

あるいは

「一国一類型」

ではなく

類型論的多様性

「例外／混合型／第4類型」

などの

「座りの悪さ」

ではなく

後発型

後発福祉国家論
（武川，2007；金成垣，2008；金成垣編，2010；李蓮花，2011など）



西欧諸国 韓国日本

男性稼ぎ主モデル

完全雇用

労働者保険
or  国民保険

社会手当

公的扶助

混合型社会保険

公的扶助

男性稼ぎ主モデル
完全雇用×

全部就業

男性稼ぎ主モデルX
完全雇用X
全部就業X

全部雇用

(労働者保険の性格の強い)

国民保険

(社会手当)

公的扶助

80年代後半以降
の変容

90年代後半以降
の変容

00年代後半以降
の変容

戦前～
戦後直後

50～60
年代初頭

90年代
後半～

先発国
＝20世紀型

先発国のなかの後発国・後発国のなかの先発国
＝20世紀型の後尾

三層体制 二層体制 二層体制？
三層体制？

後発福祉国家の捉え方

後発国
＝21世紀型の先頭



第Ⅱ部
福祉国家化以降の

韓国



「IMF早期卒業」とその後
■2000年代初頭の「IMF早期卒業」
・経済成長率や失業率など経済の全般的な状況は回復へ

・「失われた10年」のなかの日本では，「オランダ・
モデルとしての韓国」，「韓国に学べ」といったかた
ちで，韓国への関心が増大

■しかしその後「残酷な現在・不安な将来」の
社会へ(金成垣2012a；2012b)

・相対的貧困率や所得分配率など格差を示す各種指標は
むしろ悪化

・たとえば，相対的貧困率をみると，97年に8.7% → 
99年10.6% → 05年11.2% → 最近さらに悪化

・学界やメディアなどでは，「社会的両極化」と指摘



「残酷な現在・不安な将来」
をもたらす

■国際比較可能な指標からして，韓国社会の最も
重大な問題として注目されたのが，

■IMF危機をきっかけとして整備された福祉国家
体制がうまく機能できず，問題が極端なかたち
であらわれるなか，2008年に李明博政権へ

(OECD諸国のうち)

最高の自殺率
（→資料1）

最低の出生率
（→資料2）

(OECD諸国のうち)

①最低の若年就業率
（→資料3）

②最高の高齢者貧困率
（→資料4）

③最低の家族関連給付
（→資料5）

④最高の教育費
（→資料6）

残酷な現在

不安な将来

４つの問題



自殺率(2010年)
資料1
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11.2

18.8

15.1

24.7

29.0

33.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0
人
／
1
0
万
人

資料：OECD Health Database

4.8

6.3

6.7

9.2

9.3

10.6

10.8

11.0

11.2

11.3

11.7

13.5

13.9

15.8

15.9

17.3

18.6

21.2

33.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

メキシコ

スペイン

イギリス

オランダ

ポルトガル

オーストラリア

ドイツ

アイルランド

ノルウェー

スロヴァキア

スウェーデン

チェコ

オーストリア

エストニア

ポーランド

フィンランド

スロベニア

日本

韓国

人/10万人

OECD平均11.3



出生率(2010年)

2002年以来，OECD最低！

※「三抛族」(삼포족, 삼포세대)？

：恋愛・結婚・出産を諦めざるを
得ない若者たち

資料2

国 TFR 国 TFR
イスラエル 3.03 カナダ 1.67

アイスランド 2.2 エストニア 1.63

ニュージーランド 2.15 ルクセンブルク 1.63

アイルランド 2.07 スロベニア 1.57

メキシコ 2.05 スイス 1.54

トルコ 2.03 ギリシャ 1.51

フランス 1.99 チェコ 1.49

スウェーデン 1.98 オーストリア 1.44

イギリス 1.98 イタリア 1.41

ノルウェー 1.95 スロヴァキア 1.4

チリ 1.94 ドイツ 1.39

アメリカ 1.93 日本 1.39

オーストラリア 1.89 ポーランド 1.38

デンマーク 1.88 スペイン 1.38

フィンランド 1.87 ポルトガル 1.37

ベルギー 1.87 ハンガリー 1.26

オランダ 1.8 韓国 1.23
資料：OECD Family Database
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若年就業率(2011年)
資料3

資料： OECD, Stat Extracts／統計庁, 「経済活動人口調査」

国 失業率 就業率

デンマーク 15.7 57.6

ドイツ 9.1 48.0

イギリス 22.0 46.4

アメリカ 18.7 45.5

スウェーデン 23.8 40.5

OECD平均 16.7 39.3

日本 8.9 38.8

韓国 12.1 23.1
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青年失業100万人時代！

：統計上の失業者数34万人+「就業
準備生」64万人
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OECD平均の

3倍をはるかに超える！

資料：OECD, Pensions at a Glance（2009）／Society at a Glance（2011）

国 65～74歳 75歳以上

韓国 81.8 160.4
デンマーク 18.9 20.6

フランス 21.3 18.9

日本 17.9 14.6

スウェーデン 15.3 9.2

アメリカ 14.1 11.7

ドイツ 12.5 16.1

イギリス 4.8 3.8

※高齢者の自殺率（人／10万人）

資料4
高齢者貧困率(2000年代半ば)



家族関係給付(2007年)
資料5
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韓国0.66%

OECD平均の1/4近く，日本より半分以下

日本1.30%

対GDP比(%)



学校教育費(2009年)
資料6
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資料：OECD, Factbook

学校教育費の私費負担がOECD最高，

アメリカより高く，日本よりは2倍近く

対GDP比(%)



李明博政権下の保健福祉支出
資料7

資料：金教誠(2012)から作成

2008 2009 2010 2011 2012

保健福祉分野支出 688,176 804,151 812,466 863,929 926,305 

基礎生活保障(公的扶助) 72,716 79,803 72,937 75,210 79,100 

脆弱階層支援 9,217 24,055 15,212 13,427 13,946 

公的年金 214,285 238,197 259,856 281,833 312,678 

保育・家族・女性 16,690 19,567 23,694 28,759 33,847 

高齢者・青少年 22,058 32,836 36,630 38,759 40,510 

労働 104,936 146,846 122,935 126,180 131,242 

報勳 31,291 33,597 36,094 38,737 40,541 

住宅 154,145 152,883 167,162 180,536 190,062 

社会福祉一般 3,797 6,412 4,642 5,455 5,789 

保健医療 11,718 15,835 17,037 15,599 16,039 

健康保険 45,539 52,040 53,827 57,102 60,113 

食品医薬安全 1,785 2,080 2,440 2,299 2,437 

単位：億ウォン



政策展開とその成果：李明博政権の前半

■前半は，主に問題①への対応としての雇用保
障政策に重点

・「韓国型ニューディール」(「4大河川事業」など，広域経済圏

の開発やそのためのインフラ構築，また道路・港湾の開発)

・「青年雇用追加対策」(09)「青年雇用総合対策」(10)

「2020国家雇用戦略」(10)など

→このような雇用保障政策によって，問題②③④とかか
わる社会保障政策の課題も達成できるという考え方？
(김연명2009；조흥식2011；이태수2012)

■しかし，その雇用のほとんどが「短期間・低
賃金・非熟練労働」であったため，いずれの問
題に対しても解決にならず(金成垣 2010)



政策展開とその成果：李明博政権の後半

■後半は，問題①②③④に直接対応するために
社会保障政策への配慮も

・問題①への対応として，社会保険/公的扶助の拡大

・問題②への対応として，基礎老齢年金の拡大

・問題③への対応として，各種保育政策の推進

・問題④への対応として，学費融資制度の拡大

■しかし，いずれも適切な対応にはならず

・制度拡大にもかかわらず対象者/受給者増えず

・基礎老齢年金の受給額は「お小遣い」水準

・保育サービスの市場化/民営化の限界

・学費融資制度による貸付の返済ができず



後発福祉国家の宿命？
■失敗の原因
：20世紀型福祉国家と21世紀型福祉国家の挟間で右往

左往

→「20世紀型」を前提に整備した福祉国家体制によっ
て「21世紀型」の問題への対応がうまくおこなわれ
ず，「残酷な現実・不安な将来」が持続

工業化社会の高成長時代

正規労働を前提とした完全雇用
男性稼ぎ主モデルの家族

という条件のもとで

世帯主の
「所得の喪失」

へ対応

脱工業化社会の低成長時代

非正規労働を前提とした不完全雇用
共稼ぎモデルの家族

という条件のもとで

個々人の
「所得の喪失」「ケアの危機」

へ対応



＜補論＞
新政権下の

韓国福祉国家



朴槿恵政権の重点政策
■雇用保障
・社会サービス分野における雇用創出・拡大による福祉

と成長の好循環

■社会保障
・0～5歳無償保育(保育料無償，家庭養育手当)による育児負担の

軽減

・基礎年金額増額(65歳以上全て月20万ウォン)による高齢者扶養
負担の軽減

・4大重症疾患(癌，心臓疾患，脳血管疾患，稀貴難治性疾患)の100%
保障

⇒「雇用」「家族」がキーワード！

しかし，いずれも現実化・制度化に難航！



政策展開の現状
■普遍福祉から選別福祉へ？

基礎年金 4大重症疾患保障 無償保育

選挙時
・65歳以上の高

齢者全てに月20
万ウォン

選挙時
・全ての医療サービ

スに関して100%保
険適用

選挙時
・0～5歳に対して

無償保育・無償養
育

引継
委員会

・65歳以上の高
齢者に4～20万
ウォンを選別的
に給付（年金額
が20万ウォンに
達するよう）

引継
委員会

・必須医療サービス
に関して100%保険
適用

・上級病室・選択診
療費に関しては患者
負担

昨年
までの
状況

・保育料
：0～2歳，5歳は無

償保育，3～4歳は
所得下位70％のみ
支援

・家庭養育手当
：0～2歳所得下位

15％のみ支援

執権後

・所得下位70％
に給付

・ただし，所得と
国民年金額に
よって選別的に
給付（同上）

執権後

・必須医療サービス
に関しては100%保
険適用

・新技術など非必須
医療サービスは選別
的保険適用

執権後

・公約通り，0～5
歳に対して無償保
育・無償養育
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